
 

 

 

 

 

 

 

 

はじめにはじめにはじめにはじめに    

 アジア諸国の経済成長やビジット・ジャパン・キャ

ンペーンにより、わが国のインバウンド観光需要は 

増加傾向にある。また、地方の国際路線増加など直接 

地方を訪問できる機会が提供され、今後は地方のイン

バウンド観光需要が高まることが期待される。本コロ

キウムはインバウンド観光について２つの報告を行う。

前半は、地方のインバウンド観光の実態と効果に関す

る研究報告である。後半は、観光立国の推進に関して、

国のインバウンド観光政策への対応を報告する。 

 

報告報告報告報告１１１１    地方におけるインバウンド観光の地方におけるインバウンド観光の地方におけるインバウンド観光の地方におけるインバウンド観光の実態実態実態実態とととと    

    その効果その効果その効果その効果    

 人口減少が進むわが国では、地方活性化のために 

インバウンド観光の役割は大きいと考えられる。その

中で、歴史的町並みを味わえる高山や宿坊体験のでき

る高野など、地方において多様なインバウンド観光の

形態が表れてきた。本研究は地方におけるインバウン

ド観光の実態を把握するとともに、インバウンド観光

が地方にもたらす効果を検証することを目的とする。 

 近年、宿泊や消費等の統計が整備されたことで、 

地方のインバウンド観光実態の定量的な把握が可能に

なってきた。はじめに、地方観光地の来訪需要が高い

都道府県を明らかにした。結果は、高山や下呂を有す

る岐阜県が最も高く、秋田、群馬、山梨が続いた。 

時系列でみると、例えば山梨ではここ数年間で山中湖

村の宿泊需要が急激に高まっていること等が示された。

一方、消費動向は地方と大都市圏との消費動向の違い

を分析した。一例として、岐阜では大都市圏と比較し

て和服や民芸品の消費額が高いことが示された。次に、

外国人来訪者の評価としてガイドブック等評価者が外

国人の資料や口コミ評価を指標として提示した。また、

市町村の広報誌を参考にすることで、地方と外国人の

交流機会を捉える指標となり得ることを提案した。 

 観光の効果には経済的効果、社会・文化的効果、環

境効果がある。その中で経済的、社会・文化的効果を

対象とし、効果の全体像を整理した。 

 経済的効果は、外国人来訪者（ゲスト）が宿泊し、

土産物を購入する等で発生した消費が受入側である 

地方（ホスト）に所得・収益・税収の増加、雇用創出

の形として現れる。社会・文化的効果は、ホストが 

ゲストと交流することで異文化を理解し親しみを感じ

ること、地方に対する誇りを抱く効果がある。それが

地方文化の維持・保存の動き等につながる効果も考え

られる。一方ゲストに対しては、地方を訪問・体験す

ることで地方の文化を理解・感動し、地方に親しみを

感じる効果がある。そして、場合によっては再訪や 

定住へとつながる可能性があると考えられる。また、

ホストとゲスト双方の交流は国際親善につながり、 

平和へ貢献するものと考えられる。 

 経済的効果に関して調査研究の蓄積はみられるが、

限られたデータに依存しているのが現状である。一方、

社会・文化的効果の検証事例はほとんどみられない。

効果の全体像を踏まえ、既存研究による効果計測手法

を検討し、それらの特徴と問題点を指摘するとともに、

本研究の方向性を提示する。 

 

報告報告報告報告２２２２    観光立国の推進について観光立国の推進について観光立国の推進について観光立国の推進について    

 １９９６年に「今後の観光政策の基本的報告につい

て」の答申がなされて以降、２００３年にはじまった

ビジット・ジャパン・キャンペーン等、わが国ではイ

ンバウンド観光の推進に力を入れている。２００８年

に観光立国推進基本計画が策定され、来訪者数や国際

会議件数等、具体的な数値目標を設定して政策を進め

てきた。この観光立国推進基本計画は見直しの時期に

来ており、本報告ではその最新情報を提供するととも

に、広く観光立国の推進に向けた対応を提示する。 

合わせて、報告１と関連した話題提供を行う。 

報告報告報告報告１１１１    地方におけるインバウンド観光の実態とその効果地方におけるインバウンド観光の実態とその効果地方におけるインバウンド観光の実態とその効果地方におけるインバウンド観光の実態とその効果    
栗原 剛（運輸政策研究所研究員） 

報告報告報告報告２２２２    観光立国の推進について観光立国の推進について観光立国の推進について観光立国の推進について    
志村 格（国土交通省観光庁観光地域振興部長） 
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